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次に第 2章では，2001年 2月に公表された IAS 41「農業（Agriculture）」（以下，当初
IAS 41という），2014年 6月に公表された IAS 16「有形固定資産（Property, Plant and
Equipment）」および当初 IAS 41に関する修正「農業：果実生成型生物資産（bearer bio-















































































































































































修繕費 再 調 達 原 価 の 0.5％
維持管理費 年額支払賃料の 5.0％
損害保険料 建 物 価 格 の 0.1％












1期 2期 3期 4期 5期 5期末 6期予想
収
入
年額支払賃料 ￥57,784,163 ￥57,784,163 ￥57,784,163 ￥57,784,163 ￥57,784,163 ￥57,784,163
保証金の運用益 ￥1,155,683 ￥1,155,683 ￥1,155,683 ￥1,155,683 ￥1,155,683 ￥1,155,683
権利金の運用益及び償却額 ￥7,474,064 ￥7,474,064 ￥7,474,064 ￥7,474,064 ￥7,474,064 ￥7,474,064
その他 ￥6,600,000 ￥6,600,000 ￥6,600,000 ￥6,600,000 ￥6,600,000 ￥854,102,828 ￥6,600,000
総収入 ￥73,013,910 ￥73,013,910 ￥73,013,910 ￥73,013.910 ￥73,013,910 ￥854,102,828 ￥73,013,910
費
用
修繕費 ￥3,130,375 ￥3,130,375 ￥3,130,375 ￥3,130,375 ￥3,130,375 ￥3,130,375
大規模修繕積立金 ￥3,247,931 ￥3,247,931 ￥3,247,931 ￥3,247,931 ￥3,247,931 ￥3,247,931
維持管理費 ￥3,219,208 ￥3,219,208 ￥3,219,208 ￥3,219,208 ￥3,219,208 ￥3,219,208
損害保険料 ￥626,075 ￥626,075 ￥626,075 ￥626,075 ￥626,075 ￥626,075
空室損失額 ￥4,015,765 ￥4,015,765 ￥4,015,765 ￥4,015,765 ￥4,015,765 ￥4,015,765
土地固都税 ￥676,200 ￥676,200 ￥676,200 ￥676,200 ￥676,200 ￥676,200
建物固都税 ￥5,321,600 ￥5,321,600 ￥5,321,600 ￥5,321,600 ￥5,321,600 ￥5,321,600
その他 ￥0 ￥0 ￥0 ￥0 ￥0 ￥0
総費用 ￥20,237,154 ￥20,237,154 ￥20,237,154 ￥20,237,154 ￥20,237,154 ￥0 ￥20,237,154
純収益 ￥52,776,756 ￥52,776,756 ￥52,776,756 ￥52,776,756 ￥52,776,756 ￥854,102,828 ￥52,776,756
借入金返済額 C ￥35,317,607 ￥35,317,607 ￥35,317,607 ￥35,317,607 ￥35,317,607 ￥426,181,895
自己資本収益額 ￥17,459,149 ￥17,459,149 ￥17,459,149 ￥17,459,149 ￥17,459,149 ￥427,920,933
複利現価率 0.9259 0.8573 0.7938 0.7350 0.6806 0.6806
自己資本収益額の現在価値 ￥16,165,879 ￥14,968,406 ￥13,859,635 ￥12,832,996 ￥11,882,403 ￥291,235,797
O E R 27.7％ 27.7％ 27.7％ 27.7％ 27.7％ 27.7％
D C R 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 2.00















本章では，2001年 2月に公表された当初 IAS 41および 2014年 6月に修正・追加され
た IAS 41修正・IAS 16修正を概観し，生物資産における残余法の適用について問題点を
検討する。また公表は 2011年であるが，それまでの公正価値測定される資産をまとめた










借入可能額 D ￥530,679,168 Ｃ÷Ｂ 復 帰 価 格 の 査 定
建物に帰属する借入金 E ￥375,644,976 A×LTV 転売時還元利回り 6.18％
土地に帰属する借入金 F ￥155,034,192 D－E
復帰価格 ￥854,102,828
建築期間借入金修正率 G 97.1％ 借入金利による建築期間中の複利現価率








建物に対する自己資本投資額 J ￥250,429,984 A×（l－LTV）













い，農産物とは企業の生物資産からの収穫された生産物をいう（当初 IAS 41, para.5）。企
業は農業活動により生物資産を販売するため，農産物にするため，又は追加的な生産物を
得るために生物学的変化（成長，変性，生産及び生殖など）又は収穫（果実の分離又は生
物資産の生命活動を停止させること）を管理する（当初 IAS 41, para.5）。
一括して認識された生物資産および農産物は，測定においても，IFRS 13に基づく測定
により，原則を公正価値測定，公正価値が信頼性をもって測定できない場合は，例外とし
て当初認識時のみ（取得）原価測定を適用することができる（当初 IAS 41, para.30）。
また農産物については，収穫時点で公正価値測定を行うが，その測定値を取得原価に充







































2001年に公表された当初 IAS 41は，そののち 2011年の IASBにおけるアジェンダ協議



























































































































































































































































































さらに特定の事業者についても，IAS 41修正または IAS 16修正いずれの適用事業者で
あるか判断を求める要望が挙がっている。
そもそも，油ヤシ事業者はプランテーション農業に多い事業者であり，IAS 41修正の
コメント提出者の対象事業者であった。しかし IAS 41修正後の para.4では，油ヤシが果
実生成型植物であるとは説明されていない。一方で，2017年 6月の IFRIC UPDATEのア
ジェンダ・ペーパー 6 Aにおいては，「企業は油ヤシ（事業者）に IAS第 16号「有形固
定資産」を適用して会計処理する」と前提表記されているのである。



















































































「2．IAS 41の変遷と概要」では，当初 IAS 41と IAS 41修正における生物資産の認識・
測定および残余法を確認した。
まず当初 IAS 41では，全ての生物資産は，一括して，IAS 41の適用対象資産であり，
かつ，IFRS 13に基づく公正価値測定を原則的測定方法，原価測定を例外的測定方法とし
て規定された。また当初 IAS 41,para 25における残余法は，他の非金融資産には見られな
い要件として「土地に物理的に付着している生物資産」と規定されていることから，植物
と土地の測定を前提としていることが理解できた。
次に IAS 41修正では，代替的用途のない果実生成型植物のみが IAS 41から IAS 16の
適用対象資産とされ，原価測定（成熟）および原価累積測定（未成熟）を原則的測定方
法，公正価値を評価額とする再評価測定を例外的測定方法と規定されたことを紹介した。






























資不動産として IAS 40「投資不動産（Investment Property）」など，それぞれの会計基準が適用される。










6 残りの一部の企業も，IAS 41, para.24に規定する取得原価が公正価値に近似する場合を利用していたとい
う。
7 2001年 IAS 41公表前についても，「公正価値の測定の基礎に関する質問書に返答した 20社のうち，6社が
第 3順位の予想正味キャッシュ・フローの現在価値を用いており，さらに 2社はそれを用いる必要があるが
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